
記者発表資料
九 州 地 方 整 備 局

『防災・減災』シンポジウム・パネル展を開催
～大規模災害への備えと地域の連携について考えるin宮崎～

近年頻発する自然災害や南海トラフ地震・大津波など今後発生が懸念さ

れる大規模災害の備えとして、国や県、市町村、公共インフラ機関及び地

域住民が、『それぞれの立場で何をすべきか」をテーマに、『防災・減災』

シンポジウム及びパネル展を開催します。

＜シンポジウムの概要＞

■日 時 ：平成２９年１月２５日（水）１３：００～１７：００（開場１２：００～）

■開催場所：宮日会館１１Ｆ 宮日ホール（宮崎市高千穂通１-１-３３）

※パネル展は、宮日会館１０Ｆ 大会議室で開催します。

■主 催 ：国土交通省九州地方整備局・九州防災連絡会（※）

■プログラム：資料－1のとおり

■参加費 ：無料（どなたでも参加できます。）

■定員 ：２５０名（申込み先着順）

■申込み方法：ＷＥＢ又はメールにてお申し込み下さい。（詳細は、資料－1のとおり）

■申込み〆切：平成２９年１月１７日（火）

＜参考＞

※九州防災連絡会とは

「九州防災連絡会」は、防災に携わる国等の行政・公共機関が連携し、災害等の未然

防止・被害拡大防止を目指し、防災力の向上により九州地方の安全・安心に資することを目

的として、平成２３年１月に設置されました。参加機関は、24機関を数え、連絡会の枠組みを

活かした各機関の情報交換などをはじめ、毎年度、災害対応や防災訓練等において、九州

の防災力向上に向け連携を深めた活動を行っています。（詳細は資料-2のとおり。）

【問い合わせ先】

九州防災連絡会事務局

国土交通省 九州地方整備局 企画部

防災課長 酒井 正二郎 （内線３４１１）
さか い しよう じ ろう

建設専門官 佐藤 和幸 （内線３４１５）
さ と う かずゆき

電話：０９２-４７１-６３３１（代表）
電話：０９２-４７６-３５４４（直通）
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TEL 092-476-3544



九州地方整備局九州防災連絡会

≪九州防災連絡会の目的≫
災害時等に防災関係の行政・公共機関が実施してい

る対策等について意見交換し、災害等の未然防止、被
害拡大防止及び復旧について連携が円滑に行われ、
国民の生命及び財産の保護に資することを目的として
設置。

防災関連機関が協力して自治体支援など円滑な災害対応出来るよう、九州防災連絡会を開催しています。

●検討項目
①広域防災拠点、広域防災体制について
②被害状況の把握、共有について
③復旧オペレーションについて
④被災自治体の通信手段の確保について

〔平成２３年１月１３日設置〕

連絡会において、「大規模広域災害時における効率的な初動対
応のあり方」を検討しています。

参加機関２４機関 〔平成28年12月1日時点〕

【構成機関】
警察庁 九州管区警察局
総務省 九州総合通信局
厚生労働省 医政局災害医療対策室
農林水産省 九州農政局
経済産業省 九州経済産業局
経済産業省 九州産業保安監督部
国土交通省 九州地方整備局
国土交通省 九州運輸局
国土交通省 大阪航空局
国土交通省 国土地理院 九州地方測量部
気象庁 福岡管区気象台
海上保安庁 第七管区海上保安本部
海上保安庁 第十管区海上保安本部
防衛省 九州防衛局
陸上自衛隊 西部方面総監部
海上自衛隊 佐世保地方総監部
航空自衛隊 西部航空方面隊
西日本高速道路株式会社 九州支社
九州旅客鉄道株式会社
日本貨物鉄道株式会社 九州支社
九州電力株式会社
西日本電信電話株式会社 九州事業本部
株式会社ＮＴＴドコモ 九州支社
ＫＤＤＩ株式会社 九州総支社

【オブザーバ】 宮崎県総務部
福岡市消防局

●Ｈ２７年度は、口永良部島噴火（レベル５）対応を関係機関と連携し実施
●Ｈ２７、２８年度に、地震・津波防災訓練（情報共有訓練）を実施

●Ｈ２６年度は、整備局「災害対策本部版」タイムラインを関係機関と調整し、
Ｈ２７年４月から運用開始。
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